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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　炭素繊維と熱硬化性樹脂組成物とを含む炭素繊維強化複合材料であって、
　前記熱硬化性樹脂組成物が、不飽和ポリエステル、硬化剤、重合開始剤、及び、官能基
で修飾されたナノカーボンとナノセルロースを含むナノカーボン／ナノセルロース複合体
を含む液状組成物の硬化物であり、
　前記熱硬化性樹脂組成物には、前記ナノカーボン／ナノセルロース複合体が分散されて
おり、
　前記ナノカーボン／ナノセルロース複合体は、前記熱硬化性樹脂組成物中０．０５～１
５重量％含まれ、
　前記炭素繊維強化複合材料の、ＪＩＳ　Ｋ　７１６４に準拠した引張試験の最大点応力
が４１０Ｎ／ｍｍ２以上、ＪＩＳ　Ｋ　７１７１に準拠した３点曲げ試験の最大点応力が
３１０Ｎ／ｍｍ２以上である、炭素繊維強化複合材料。
【請求項２】
　前記ナノカーボンがグラフェンである、請求項１記載の炭素繊維強化複合材料。
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、炭素繊維強化複合材料に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　炭素繊維とマトリックス樹脂とを組み合わせた炭素繊維強化複合材料は、軽量でありな
がら強度、剛性、寸法安定性等に優れることから、スポーツ用具、飛行機、自動車等で使
用されている。しかし、この種の複合材料は、炭素繊維の配列方向の物性とそれ以外の方
向の物性に大きな差が存在すること、複合材料の耐衝撃性は炭素繊維とマトリックス樹脂
との層間靱性に支配されること、マトリックス樹脂の靱性が低いため炭素繊維の配列方向
以外からの応力に対し、破壊され易い性質を有することが知られている。また、このよう
に破壊された場合に、マトリックス樹脂が飛散して、破片による二次的被害が生じる可能
性がある。
【０００３】
　この改善策として、炭素繊維とマトリックス樹脂との界面接着性に優れ、炭素繊維強化
複合材料に高度の靭性を発現させるサイジング剤塗布炭素繊維を用いて炭素繊維強化複合
材料を作製することが提案されている（特許文献１）。
【０００４】
　また、炭素繊維強化複合材料の安定的ないし均一的な機械的強度の増加効果を得る目的
で、ナノカーボンと官能基で修飾されたナノセルロースを含むナノカーボン複合体が提案
されている（特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１７－１１９９３６号公報
【特許文献２】特開２０１７－１１０１１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１に記載の発明では、数平均繊維径が１～１０００ｎｍである
ナノセルロースおよびエポキシ基を有する化合物を含むサイジング剤が塗布された炭素繊
維を用いるが、サイジング剤を炭素繊維に固着させるために炭素繊維を前処理する必要が
ある。このような処理を行うと、炭素繊維の強度が低下する恐れがある。また、このよう
な処理工程が必要になり、製造コストが高くなる。また、特許文献２には、カーボンナノ
チューブと官能基で修飾されたナノセルロースを含むカーボンナノチューブ複合体は開示
されているが、これを用いて複合材料を作製したことは開示されていない。
【０００７】
　そこで、本発明の目的は、優れた機械的特性を有する炭素繊維強化複合材料を安価に提
供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者は、前述の課題解決のために鋭意検討行った。その結果、ナノカーボン、特に
酸化グラフェンおよびナノセルロースの複合体を所定の熱硬化性樹脂と組み合わせて用い
ることで、優れた機械的特性を有する炭素繊維強化複合材料が簡便に得られることを見出
し、本発明を完成させた。本発明の要旨は以下のとおりである。
【０００９】
　（１）炭素繊維と熱硬化性樹脂組成物とを含む炭素繊維強化複合材料であって、
　前記熱硬化性樹脂組成物が、不飽和ポリエステル、硬化剤、重合開始剤、及び、官能基
で修飾されたナノカーボンとナノセルロースを含むナノカーボン／ナノセルロース複合体
を含む液状組成物の硬化物であり、
　前記熱硬化性樹脂組成物には、前記官能基で修飾されたグラフェンとナノセルロース複
合体が分散されており、
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　前記ナノカーボン／ナノセルロース複合体は、前記熱硬化性樹脂組成物中０．０５～１
５重量％含まれ、
　前記炭素繊維強化複合材料の、ＪＩＳ　Ｋ　７１６４に準拠した引張試験の最大点応力
が４１０Ｎ／ｍｍ２以上、ＪＩＳ　Ｋ　７１７１に準拠した３点曲げ試験の最大点応力が
３１０Ｎ／ｍｍ２以上である、炭素繊維強化複合材料。
　（２）前記ナノカーボンがグラフェンである、前記（１）の炭素繊維強化複合材料。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、優れた機械的特性を有する炭素繊維強化複合材料を安価に提供するこ
とができる。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の実施形態に係る炭素繊維強化複合材料は、炭素繊維と熱硬化性樹脂組成物とを
含む。前記熱硬化性樹脂組成物は、不飽和ポリエステル、硬化剤、重合開始剤、及び、官
能基で修飾されたナノカーボンとナノセルロースを含むグラフェン／ナノセルロース複合
体（以下、「ナノカーボン／セルロース複合体」と称する。）を含む液状組成物の硬化物
である。熱硬化性樹脂組成物には、前記ナノカーボン／セルロース複合体が分散されてい
る。ナノカーボン／セルロース複合体は、前記熱硬化性樹脂組成物中０．０５～１５重量
％含まれる。前記炭素繊維強化複合材料の、ＪＩＳ　Ｋ　７１６４に準拠した引張試験の
最大点応力が４１０Ｎ／ｍｍ２以上、ＪＩＳ　Ｋ　７１７１に準拠した３点曲げ試験の最
大点応力が３１０Ｎ／ｍｍ２以上である。
【００１２】
　このように、特定成分を含有する液状組成物を硬化させた硬化物と炭素繊維とを組み合
わせることで、上記のように機械的強度が優れる理由は必ずしも明らかではないが、（ｉ
）炭素繊維とマトリックス樹脂である不飽和ポリエステル樹脂との接着性が向上する、（
ii）ナノカーボン／セルロース複合体が液状組成物中で均一に分散して存在することで、
不飽和ポリエステルと液状硬化剤とが反応する過程で、生成する不飽和ポリエステル樹脂
と相互作用して、不飽和ポリエステル樹脂中に連続したナノカーボン／セルロースネット
ワーク構造を形成する、等が考えられる。また、（ii）の作用により、機械的強度の向上
に加えて、マトリックス樹脂である不飽和ポリエステル樹脂の破壊特性も改善され、破壊
時の破片の飛散が抑制されると考えられる。
【００１３】
　不飽和ポリエステルは、α，β－不飽和二塩基酸若しくはその無水物からなる酸成分、
又は、α，β－不飽和二塩基酸若しくはその無水物及び飽和二塩基酸若しくはその無水物
からなる酸成分と、多価アルコールと、を重縮合して得られ、分子主鎖中に不飽和結合と
エステル結合を有する高分子化合物である。不飽和ポリエステルは、単独重合性に乏しい
ため、硬化剤と共重合させることで、硬化樹脂が得られる。本発明では、この硬化樹脂を
、不飽和ポリエステル樹脂と称する。
【００１４】
　α，β－不飽和二塩基酸及びその無水物としては、一般的に用いられるものであれば特
に限定されず、例えば、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、シトラコン酸、ヘット酸及
びこれらの酸無水物等が挙げられる。これらは単独で用いても、複数種を組み合わせて用
いてもよい。
【００１５】
　飽和二塩基酸及びその無水物としては、一般的に用いられるものであれば特に限定され
ず、例えば、フタル酸、テレフタル酸、イソフタル酸、ビフェニルジカルボン酸、ナフタ
レンジカルボン酸、５－ｔｅｒｔ－ブチル－１，３－ベンゼンジカルボン酸及びこれらの
酸無水物等が挙げられる。これらは単独で用いても、複数種を組み合わせて用いてもよい
。
【００１６】
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多価アルコールとしては、一般的に用いられるものであれば特に限定されず、例えば、エ
チレングリコール、１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、１，２－ブ
タンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、２，３－ブタンジオ
ール、１，４－ブテンジオール、２－メチル－１，３－プロパンジオール、１，５－ペン
タンジオール、ネオペンチルグリコール、２－エチル－２－メチルプロパン－１，３－ジ
オール、２－ブチル－２－エチルプロパン－１，３－ジオール、１，６－ヘキサンジオー
ル、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、２－エチル－１，３－ヘキサンジオール、
２，４－ジメチル－１，５－ペンタンジオール、２，２，４－トリメチル－１，３－ヘキ
サンジオール、１，７－ヘプタンジオール、１，８－オクタンジオール、１，９－ノナン
ジオール、１，１０－デカンジオール、３－ヒドロキシ－２，２－ジメチルプロピル－３
－ヒドロキシ－２，２－ジメチルプロパノエート、ジエチレングリコール、トリエチレン
グリコール、ジプロピレングリコール、２－メチル－１，４－ブタンジオール、グリセリ
ン、２，５－ジヒドロキシメチルフラン、ビスフェノールＡとアルキレンオキサイドとの
付加物等が挙げられる。これらは単独で用いても、複数種を組み合わせて用いてもよい。
【００１７】
　不飽和ポリエステルは、上記成分に加えて、必要に応じて飽和二塩基酸の低級アルキル
エステルを用いて合成されたものでもよい。このような低級アルキルエステルは、一般的
に用いられるものであれば特に限定されず、例えば、フタル酸ジメチル、テレフタル酸ジ
メチル、イソフタル酸ジメチル、フタル酸ジエチル、テレフタル酸ジエチル、イソフタル
酸ジエチル、フタル酸ジブチル、テレフタル酸ジブチル、イソフタル酸ジブチル等が挙げ
られる。
【００１８】
　硬化剤としては、一般的に用いられるものであれば特に限定されず、例えば、スチレン
、クロルスチレン、ビニルトルエン、ジビニルトルエン、ｐ－メチルスチレンメチルメタ
クリレートン等のスチレン誘導体、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、アクリル
酸エチル、アクリル酸ブチル等のメタクリル酸又はアクリル酸のアルキルエステル類、β
－ヒドロキシメタクリル酸エチル、β－ヒドロキシアクリル酸エチル等のメタクリル酸又
はアクリル酸のヒドロキシアルキルエステル類、ジアリルフタレート、ジアリルイソフタ
レート、トリアリルイソシアヌレート、エチレングリコールジメタクリレート、ネオペン
チルグリコールジメタクリレート、トリメチールプロパントリメタクリレートなどの多官
能のメタクリル酸又はアクリル酸のエステル類等が挙げられる。これらは単独で用いても
、複数種を組み合わせて用いてもよい。このうち、スチレン誘導体が好ましく、スチレン
が特に好ましい。
【００１９】
　重合開始剤は、一般的に用いられるものであれば特に限定されず、例えば、熱による重
合開始剤、エネルギー線による重合開始剤等が挙げられる。熱による重合開始剤としては
、例えば、メチルエチルケトンパーオキサイド、アセチルアセトンパーオキサイド等のケ
トンパーオキサイド類、ベンゾイルパーオキサイド等のジアシルパーオキサイド類、ｔ－
ブチルパーオキシベンゾエート等のパーオキシエステル類、クメンハイドロパーオキサイ
ド等のハイドロパーオキサイド類、ジクミルパーオキサイド等のジアルキルパーオキサイ
ド類等が挙げられる。また、エネルギー線による重合開始剤としては、例えば、ベンゾフ
ェノン、ベンジル、メチルオルソベンゾイルベンゾエート等のベンゾフェノン類、ベイゾ
イナルキルエーテル等のベンゾインエーテル類、ベンジルジメチルケタール、２，２－ジ
エトキシアセトフェノン、２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオフェノン、４－イソプロ
ピル－２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオフェノン、１，１－ジクロロアセトフェノン
等のアセトフェノン類、２－クロロチオキサントン、２－メチルチオキサントン、２－イ
ソプロピルチオキサントン等のチオキサントン類等が挙げられる。これらは単独で用いて
も、複数種を組み合わせて用いてもよい。
【００２０】
　重合開始剤の添加量は、不飽和ポリエステル、硬化剤、重合開始剤の種類等に応じて適
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宜決定することができるが、液状硬化剤の反応性官能基の残留抑制、硬化物の良好な機械
的特性を確保する観点から、液状組成物中０．０１～１０重量％が好ましく、０．０５～
５重量％がより好ましく、０．１～３重量％がさらに好ましい。
【００２１】
　不飽和ポリエステルと硬化剤との反応をさらに促進するため、重合開始剤に加えて、促
進剤を用いてもよい。このような促進剤としては、例えば、ナフテン酸コバルト、オクチ
ル酸コバルト、オクチル酸亜鉛、オクチル酸バナジウム、ナフテン酸銅、ナフテン酸バリ
ウム等の金属石鹸類、バナジウムアセチルアセテート、コバルトアセチルアセテート、鉄
アセチルアセトネート等の金属キレート類、アニリン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－ｐ－トルイジ
ン、Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシエチル）－ｐ－トルイジン、４－（Ｎ，Ｎ－ジメチル
アミノ）ベンズアルデヒド、４－［Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシエチル）アミノ］ベン
ズアルデヒド、４－（Ｎ－メチル－Ｎ－ヒドロキシエチルアミノ）ベンズアルデヒド、Ｎ
，Ｎ－ビス（２－ヒドリキシプロピル）－ｐ－トルイジン、Ｎ－エチル－ｍ－トルイジン
、トリエタノールアミン、ｍ－トルイジン、ジエチレントリアミン、ピリジン、フェニリ
モルホリン、ピペリジン、Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシエチル）アニリン、ジエタノー
ルアニリン等のＮ，Ｎ－置換アニリン、Ｎ，Ｎ－置換－ｐ－トルイジン、４－（Ｎ，Ｎ－
置換アミノ）ベンズアルデヒド等のアミン類等が挙げられる。これらは単独で用いても、
複数種を組み合わせて用いてもよい。
【００２２】
　不飽和ポリエステルと硬化剤を含む硬化性不飽和ポリエステル組成物は、市販のものを
用いることができる。このような組成物としては、例えば、ＤＩＣマテリアル株式会社製
のサンドーマ　５５９５（Ａ）ＰＴ、２９１５ＰＴ、ＦＨ－１２３－Ｎ、ＦＨ－１２３－
Ｗ、ＦＨ－１２３－Ｓ、ＮＲ２９０７（Ａ）ＰＴ、２１９８（Ａ）ＰＴ、ＬＰ－９２１－
Ｎ、ＬＰ－９２４－Ｎ、ＦＧ－２８３、ＦＧ－３８７、６６８ＰＴ、日本ユピカ株式会社
製のユピカ　４０１５、４０７２、４０７５、４０８０、４０８３、４１８３、４１９０
、４３００、４３５０、４５８０、５０２７、５１１６、５１２６、２２－３４、２２－
４４等が挙げられる。これらは単独で用いても、複数種を組み合わせて用いてもよい。
【００２３】
　官能基で修飾されたナノカーボンに用いられるナノカーボンとしては、例えば、カーボ
ンナノチューブ、フラーレン、グラフェン、又はそれらの混合物等が挙げられる。このう
ち、グラフェンが好ましい。ナノカーボンを修飾する官能基としては、例えば、酸素原子
を含む官能基が挙げられる。酸素原子を含む官能基としては、例えば、エポキシ基、カル
ボキシ基、水酸基等が挙げられる。このような官能基で修飾されたナノカーボンのうち、
複合材料の強度をより向上させる観点から、官能基で修飾されたグラフェンが好ましく、
酸化グラフェンが特に好ましい。
【００２４】
　官能基で修飾されたグラフェンは、例えば、学術論文Mass production of graphene ox
ide from expanded graphite; Materials Letters, Volume 109, 15 October 2013, Page
s 207-210:Ling Sun, Bunshi Fugetsuに記載のものを用いることができる。簡単に述べる
と以下のとおりである。
【００２５】
　官能基で修飾されたグラフェンは、エポキシ、カルボキシル基、水酸等の官能基で修飾
された酸化グラフェンを含む。グラフェンは二次元ナノカーボンであり、平均の幅及びが
数百ｎｍ～数十μｍ程度であり、好ましくは３００ｎｍ～５μｍ程度である。単層グラフ
ェン、２層～１０層グラフェンが好ましく、２～５層グラフェンがより好ましい。
【００２６】
　ナノセルロースは、例えば、α－セルロースに不飽和ポリエステル樹脂と親和性のある
極性官能基が導入されたものが挙げられる。このような官能基としては、親水性の官能基
が例示でき、より具体的には、例えば、ヒドロキシ基、カルボキシル基、カルボニル基、
アミノ基等が挙げられる。このうち、ヒドロキシ基、カルボキシ基、カルボニル基が好ま
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しい。尚、カルボキシ基は、水素イオンが金属イオンで置換されたもの（カルボキシル基
の金属塩と称する。）であってもよい。このような官能基で修飾されたナノセルロースは
、例えば、ＴＥＭＰＯ触媒酸化セルロースナノファイバー（ＴＥＭＰＯ－酸化ナノセルロ
ースとも称する。）等が挙げられる。ＴＥＭＰＯ触媒酸化セルロースナノファイバーは、
ＴＥＭＰＯ触媒にてパルプ等を酸化処理した後、微細化処理して得られるもので、カルボ
キシ基又はカルボキシ基の金属塩がαセルロースに導入されたものである。ナノセルロー
スの大きさは、平均直径が１ｎｍ～８００ｎｍ程度であり、平均長さが１００ｎｍ～１０
００μｍ程度である。尚、極性官能基が導入されたもの以外の従来公知の方法により得ら
れるセルロースナノファイバーやセルロースナノクリスタル等のナノセルロースも使用す
ることができる。
【００２７】
　ナノカーボン／ナノセルロース複合体は、更に、架橋結合剤を含んだものであってもよ
い。このような架橋結合剤は、官能基で修飾されたナノカーボンとナノセルロースとの間
の結合を高めることができるものであればよく、例えば、多級アルコール類、セルロース
誘導体、リグニン、アミロース、アミロペクチンが挙げられる。このうち、セルロース誘
導体が特に好ましい。また、このような架橋結合剤は、官能基で修飾されたナノセルロー
スを用いる場合により好適である。
【００２８】
　ナノカーボン／ナノセルロース複合体は、例えば、官能基で修飾されたナノカーボンと
ナノセルロースを含む混合溶液をスプレイ乾燥等の工程によって形成することができる。
尚、このようなスプレイ乾燥工程により形成する方法は、酸化グラフェンとＴＥＭＰＯ触
媒酸化セルロースナノファイバーを用いる場合に好適である。
【００２９】
　前記ナノカーボン／ナノセルロース複合体は、前記熱硬化性樹脂組成物中０．０５～１
５重量％含まれる。これにより、炭素繊維と熱硬化性樹脂組成物との良好な接着性が得ら
れ、不飽和ポリエステル樹脂中の分子が均質な構造を形成すると考えられる。また、不飽
和ポリエステル及び液状硬化剤に由来する成分は、前記熱硬化性樹脂組成物中９９．５～
８５重量％含まれるのが好ましい。
【００３０】
　熱硬化性樹脂組成物には、用途等に応じて、ナノカーボン／ナノセルロース複合体の分
散性、機械的特性に影響を与えない範囲で、上記以外に他の添加剤を含んでもよい。この
ような添加剤としては、顔料等の着色剤、可塑剤、難燃剤、安定剤、帯電防止剤、耐衝撃
強化剤、発泡剤、抗菌・防カビ剤、導電性フィラー、防曇剤、架橋剤、溶剤等を含んでも
よい。
【００３１】
　炭素繊維は、繊維強化複合材として一般に使用されるものを採用することができ、例え
ば、ポリアクリロニトリル（ＰＡＮ）系、ピッチ系およびレーヨン系等の炭素繊維が挙げ
られる。炭素繊維の形態としては、特に限定はなく、例えば、有撚糸、解撚糸、無撚糸等
が挙げられる。炭素繊維強化複合材料の成形性と強度特性のバランスの観点からは、解撚
糸、無撚糸が好ましい。炭素繊維をシート状に形成する場合、その形態は、織物、編物、
不織布等が挙げられる。織物の組織は、特に限定はなく、各種の織物組織が採用され得る
。例えば、一重組織、重ね組織、添毛組織、からみ組織等が挙げられる。一重組織として
は、平織、綾織、朱子織の３原組織、これらの変化組織、３原組織と変化組織を混ぜた組
織である混合組織、３原組織及び変化組織によらない組織、模様を浮き出した紋織が挙げ
られる。重ね組織としては、経二重織、緯二重織、二重織等が挙げられる。添毛組織とし
ては、ビロード組織、タオル組織等が挙げられる。からみ組織としては、絽織、紗織等が
挙げられる。編物としては、例えば、緯編、経編等が挙げられる。緯編としては、例えば
、平編、ゴム編、パール編、タック編、浮き編、レース編、ペレリン編、両面編、振り編
、添え糸編等が挙げられる。経編としては、例えば、デンビー編、バンダイク編、コード
編、鎖編、タック編、二目編、ダブル・デンビー編、ダブル・アトラス編、ダブル・コー
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ド編、ハーフ・トリコット編、サテン編、シャークスキン編、クイーンズ・コード編、パ
イル編、パイナップル編、インレイ編、ミラニーズ編等が挙げられる。不織布は、例えば
、ＪＩＳＬ０２２２のａ）に規定される用語に基づく各種のものを採用することができる
。
【００３２】
　炭素繊維強化複合材料における、前記熱硬化性樹脂組成物は、１０～６０重量％含まれ
るのが好ましく、４０～５０重量％がより好ましい。これにより、炭素繊維とバランスの
とれた複合材料が形成される。また、炭素繊維強化複合材料における、炭素繊維は、９０
～４０重量％含まれるのが好ましく、６０～５０重量％がより好ましい。
【００３３】
　炭素繊維と熱硬化性樹脂組成物とを含む炭素繊維強化複合材料は、定法に従って製造す
ることができる。例えば、前述の不飽和ポリエステル、硬化剤、重合開始剤、及び、ナノ
カーボン複合体並びに必要に応じて添加する添加剤を含む液状組成物を調製し、この液状
組成物と炭素繊維とを用い、目的に応じて、従来公知の各種の成型方法により、炭素繊維
とマトリックス樹脂である不飽和ポリエステル樹脂とを複合化し炭素繊維強化複合材料か
らなる成形体を得る。成型方法としては、例えば、ハンドレイアップ法、スプレーアップ
法、コールドプレス法、引抜成形法、フィラメントワイディング法、回転成形法、ＳＭＣ
法、プリフォームマッチドダイ法等が挙げられる。また、シート状の炭素繊維に液状組成
物を含浸してプリプレグを作製した後、プリプレグを複数枚積層して加熱圧着して炭素繊
維強化複合材料からなる成形体を得ることもできる。プリプレグは、従来公知の方法を採
用することができる。
【００３４】
　液状組成物の調製は、不飽和ポリエステル、硬化剤、重合開始剤、及び、ナノカーボン
複合体並びに必要に応じて添加する添加剤を混合することで得ることができる。ナノカー
ボン複合体を均一に分散させることができれば、混合する順序、時期、撹拌の態様等に限
定はない。
【００３５】
　以上のように、所定の成分を単に混合し、撹拌するだけで、所望の液状組成物を調製す
ることが可能であり、これと、一般的な炭素繊維とを組み合わせて用いることで、優れた
機械的特性を有する炭素繊維強化複合材料を作製することができる。そのため、安価に製
造が可能である。また、以上のようにして得られる炭素繊維強化複合材料は、ナノカーボ
ン複合体がマトリックス樹脂中に均一に分散し、不飽和ポリエステル樹脂の分子構造が均
一であるため、ＪＩＳ　Ｋ　７１６４に準拠した引張試験の最大点応力が４１０Ｎ／ｍｍ
２以上、ＪＩＳ　Ｋ　７１７１に準拠した３点曲げ試験の最大点応力が３１０Ｎ／ｍｍ２

以上の優れた機械的特性を有する。また、破壊時の破片の飛散が抑制される。これにより
、破壊したとしても、破片による二次的被害を抑制することも期待できる。そのため、飛
行機、自動車（例えば、電気自動車の車体等）、自転車、船舶、コンテナ、ロボット等の
各種の用途に適用され得る。
【００３６】
　以下、本発明の実施形態を実施例に基づき説明する。
【実施例】
【００３７】
（製造例１）
　学術論文Mass production of graphene oxide from expanded graphite; Materials Le
tters, Volume 109, 15 October 2013, Pages 207-210:Ling Sun, Bunshi Fugetsuの記載
に準拠して酸化グラフェンを調製した。ＴＥＭＰＯ－酸化ナノセルロース０．３ｗｔ％を
含むコロイドを、０．５ｗｔ％酸化グラフェンを含むコロイドを１／１（体積）の比率で
混合、均一に攪拌した後、スプレイ乾燥処理装置によって、グラフェン／ナノセルロース
複合体を得た。
【００３８】
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（実施例１）
　不飽和ポリエステル組成物（ＤＩＣマテリアル株式会社製、サンドーマＦＨ－１２３－
Ｗ、スチレン含有）：９９重量部、製造例１で得られたナノカーボン複合体：１重量部、
開始剤（化薬アクゾ株式会社製、カヤメックＭ、メチルエチルケトンパーオキサイド）：
１重量部を混合し、グラフェン／ナノセルロース複合体を分散させた。
【００３９】
　ハンドレイアップ法により、液状組成物を６枚の炭素繊維の織物（台湾エレクリックイ
ンシュレータ社製、３Ｋヤーン、平織、２００ｇ／ｍ２）に含浸させながら積層した後、
不飽和ポリエステルを硬化反応させて不飽和ポリエステル樹脂とし、炭素繊維と不飽和ポ
リエステル樹脂組成物との炭素繊維強化複合材料を得た。炭素繊維強化複合材料は、寸法
３００×２５０×２ｍｍの平板として得た。これから、後述する評価試験用の試験片を得
た。尚、炭素繊維（Ａ）と不飽和ポリエステル樹脂組成物（Ｂ）との重量比（Ａ／Ｂ）は
、５０／５０とした。
【００４０】
（実施例２）
　不飽和ポリエステル樹脂組成物（ＤＩＣマテリアル株式会社製、サンドーマＦＨ－１２
３－Ｗ）：９７重量部、製造例１で得られたナノカーボン複合体：３重量部、開始剤（化
薬アクゾ株式会社製、カヤメックＭ、メチルエチルケトンパーオキサイド）：１重量部を
混合し、液体中にナノカーボン複合体を分散させた混合液を用いた以外は、実施例１と同
様にして炭素繊維強化複合材料を得、試験片を得た。
【００４１】
（比較例１）
　不飽和ポリエステル樹脂組成物（ＤＩＣマテリアル株式会社製、サンドーマＦＨ－１２
３－Ｗ）：１００重量部、開始剤（化薬アクゾ株式会社製、カヤメックＭ、メチルエチル
ケトンパーオキサイド）：１重量部を混合した以外は、実施例１と同様にして炭素繊維強
化複合材料を得、試験片を得た。
【００４２】
（評価）
＜引張試験＞
　ＪＩＳ　Ｋ　７１６４に準拠して引張試験を行って、最大点応力を算出した。試験機は
、株式会社島津製作所製、ＡＧ－３００ｋＮＸｐｌｕｓを用いた。引張速度は２ｍｍ／ｍ
ｉｎ、温度は２３℃とした。試験片は、ＪＩＳ　Ｋ　７１６４に準拠するタイプＩＢ系試
験片とした。試験は５回行い、その平均値を引張試験の最大点応力［Ｎ／ｍｍ２］として
採用した。算出結果を表１に示す。
【００４３】
＜三点曲げ試験＞
　ＪＩＳ　Ｋ　７１７１に準拠して三点曲げ試験を行って、最大点応力を算出した。試験
機は、株式会社島津製作所製、ＡＧ－Ｉ　１００ｋＮを用いた。支点間距離は６０ｍｍ、
押込み速度は５ｍｍ／ｍｉｎ、圧子の先端径は５ｍｍとした。試験片は、ＪＩＳ　Ｋ　７
１７１に準拠する短冊形試験片とした。試験は５回行い、その平均値を三点曲げ試験の最
大点応力［Ｎ／ｍｍ２］として採用した。算出結果を表１に示す。
【００４４】
【表１】

【００４５】
　表１より、ナノカーボン複合体が不飽和ポリエステル樹脂組成物中に分散されることで
、機械的強度が向上することが分かる。また、実施例１、２の引張試験及び三点曲げ試験
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片が散乱したことを確認した。
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